
コンクリート構造物の長寿命化において考えなければならないこと

　現在、道路、港湾、建物など、膨大な量の社会資本の長寿命化とこのための管理体制の確立が早急
の課題となっている。そして、既に国や県市町村などの各自治体では長寿命化修繕計画が立案され、
実行に移されつつある状況にある。ここではまず、今なぜ、わが国において社会資本の長寿命化を図
ることが重要となってきているのかを概説した上で、構造物の長寿命化を確実に実行し、また、その
状況を計画的に管理していく際に考えなければならないことを示した。併せて、社会資本の中核を成
すコンクリート構造物を対象として、その長寿命化のための取り組みの一端を紹介する。
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図２　構造物の長寿命化対策において構築すべきＰＤＣＡサイクル

　
わ
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造
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、
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ア
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道
路
橋
の
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計
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が
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造
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こ
こ

年
程
の
間
に
、
社

会
資
本
整
備
の
中
で
の
構
造

物
の
長
寿
命
化
が
声
高
に
求

め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

そ
の
直
接
の
理
由
は
現
有
構

造
物
の
老
朽
化
に
あ
る
。
第

２
次
世
界
大
戦
後
の
わ
が
国

の
復
興
の
象
徴
と
も
い
え
る

高
度
成
長
期
に
は
、
膨
大
な

量
の
構
造
物
が
建
設
さ
れ
た

が
、
２
０
０
０
年
を
過
ぎ
た

頃
か
ら
そ
の
年
齢
が
順
次
、

寿
命
の
目
安
と
さ
れ
た

年

に
達
し
始
め
、
対
策
を
早
急

に
立
て
な
け
れ
ば
な
ら
な
く

な
っ
た
こ
と
が
最
大
の
理
由

で
あ
る
。
そ
し
て
、

年
に

開
催
さ
れ
た
「
道
路
構
造
物

の
今
後
の
管
理
・
更
新
等
の

あ
り
方
に
関
す
る
委
員
会

国
土
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通
省
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催

を
皮
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り
に
、
公
共
施
設
を
中
心

と
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た
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会
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本
ス
ト
ッ
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化
に
伴
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そ
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新
、
維
持
管
理
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方
に

関
す
る
本
格
的
な
議
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っ
た
。
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度
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に
は
国
が

管
理
す
る
道
路
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造
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が
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年
以
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、
一
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で
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国
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０
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０
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て
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梁
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化
が
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と
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た
「
荒
廃
す

る
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メ
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カ
」
の
状
況
に
匹

敵
す
る
状
況
に
な
る
と
も
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摘
さ
れ
た
。

　
ま
た
、
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の
国
土
交

通
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で
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に
示
す
よ
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に
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建
設
後
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過
す
る
構
造
物
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が
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全
体
の
約
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、

年

に
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え
る
と
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さ
れ
て
い
る
。

　
た
だ
し
、
今
後
わ
が
国
に

お
い
て
構
造
物
の
長
寿
命
化

が
重
要
と
な
る
背
景
に
は
さ

ら
な
る
要
因
が
あ
る
こ
と
も

忘
れ
て
は
な
ら
な
い
。
そ
の

一
つ
が
少
子
化
と
こ
れ
に
伴

う
わ
が
国
の
人
口
減
少
の
問

題
で
あ
る
。
わ
が
国
の
人
口

は
既
に
減
少
傾
向
に
あ
り
、

図
１
の
よ
う
に
、
わ
が
国
の

経
済
を
支
え
る
生
産
年
齢
人

口
も
今
後
、
急
激
に
減
少
し

て
い
く
こ
と
が
予
想
さ
れ
て

い
る
。
こ
の
よ
う
な
人
口
減

少
社
会
で
は
、
経
済
の
低
位

成
長
さ
え
も
お
ぼ
つ
か
な

い
。
そ
の
中
で
、
高
度
成
長

期
の
構
造
物
が
ま
と
め
て
更

新
時
期
を
迎
え
た
場
合
の
経

費
負
担
は
計
り
知
れ
ず
、
定

常
的
に
人
口
が
減
少
す
る
前

に
構
造
物
の
更
新
問
題
を
解

消
す
る
必
要
が
出
て
く
る
。

　
も
う
一
つ
は
、
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球
温
暖

化
な
ど
の
環
境
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題
に
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因

す
る
も
の
で
あ
る
。
環
境
省

は

年
に
策
定
し
た
循
環
型

社
会
形
成
推
進
基
本
計
画
の

中
で
、
天
然
資
源
の
消
費
抑

制
と
環
境
負
荷
低
減
の
た
め

の
循
環
を
基
調
と
す
る
社
会

経
済
シ
ス
テ
ム
の
実
現
を
明

確
に
打
ち
出
し
た
。
特
に
、

廃
棄
物
の
適
正
な
循
環
的
利

用
・
処
分
シ
ス
テ
ム
の
確
立

が
重
要
課
題
と
し
て
挙
げ
ら

れ
た
。
中
で
も
産
業
廃
棄
物

は
、
廃
棄
物
全
体
の
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、

約
４
億

を
占
め
、
そ
の

％
は
建
設
業
関
連
の
も
の
で

あ
る
こ
と
か
ら
、
建
設
関
連

廃
棄
物
の
適
切
な
処
理
は
重

要
で
あ
る
。
特
に
、
前
述
の

基
本
計
画
で
最
優
先
す
べ
き

課
題
が
廃
棄
物
発
生
の
抑
制

で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
る
と
、

既
存
の
構
造
物
を
長
期
に
わ

た
り
有
効
に
活
用
す
る
こ
と

は
、
更
新
に
よ
る
廃
棄
物
発

生
リ
ス
ク
を
大
き
く
減
ら
す

こ
と
に
つ
な
が
る
こ
と
は
明

白
で
あ
る
。
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